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１．調査背景及び目的 
	
 近年、北海道理学療法士会（道士会）の会員数は増加し、本年度は 5,000名を超えた。それに伴い職場環境
は多様化し、かつ職域についても拡大した。そこで、職能局職域事業部では、平成 16年に実施した「職場環境
に関するアンケート」を再度実施することとし、10年経過した現在の職場環境・就業環境の実態を把握する事、
道士会としてどのような対応が今後必要か指標を得る事を目標としアンケート調査を実施した。 
 
２．調査方法 
対象：道士会会員の在籍する全施設及び全自宅会員（平成 27年 9月 30日現在、全会員数 5,027名、内自宅会
員数 332名） 
期間：平成 27年 10月 1日～11月 15日 
方法：調査依頼を道士会会報「Northener」に同封し郵送。QRコードまたは URLからアクセスしアンケート
に回答。 
 
３．調査内容 
【現在理学療法士（以下 PT）として勤務している方】 

①   基本属性 
②   既婚か未婚か、子供の有無 
③   勤務先、雇用形態 
④   勤務先の職場状況（PT数、休暇体制、職員区分） 
⑤   勤務先の環境（働きやすさ、教育体制、休暇取得、超過勤務） 
⑥   結婚後の離職の有無 
⑦   育児休暇について 
⑧   性差について 
⑨   子供がいながらの勤務について 

【現在 PTとして勤務していない方】 
①   基本属性 
②   既婚か未婚か、子供の有無 
③   現在の状況、休職・離職期間 
④   勤務していたころの勤務先、雇用形態 
⑤   勤務していたころの職場状況 
⑥   勤務していたころの環境 
⑦   育児休暇について 
⑧   性差について 
⑨   復職について 
 

４．倫理的配慮 
	
 調査実施時、調査依頼分にて目的や学会などでの公表を明記し、回答を得た時点で同意を得たものと判断し

た。 
 
５．結果 
【回答者数】 
	
 現在働いている方	
 924名/4695名中	
 回答率 19.7％（全会員数から自宅会員数を引いた数） 
	
 現在働いていない方	
 5名/332名中	
 回答率 1.5％（自宅会員数） 
	
 	
 	
 ※現在働いていない方は回答率が低く、今回の報告からは除くこととした。 



（１）結果 
≪性別・男女比≫（図 1、2） 
男性が 631名で 68％、女性が 293名で 32％であった。 

 
 
≪年齢≫（図 3、4） 
21歳から 40歳まで 720名で 78％であった。 
なかでも 26歳から 30歳が 208名で 22％、31歳から 35歳までが 182名で 20％と多かった。 

 
 
≪経験年数≫（図 5、6） 
経験年数は、1〜15年までが 717名で全体の 78％であった。	
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≪勤務場所≫（図 7、8） 
勤務場所は、一般総合病院が一番多く 216 件で 23％、一般病院（整形外科中心）が 121 件で 13％、老人保健
施設が 108件で 12％、一般病院（中枢神経外科中心）が 101件で 11％と続いた。 

 
 
≪勤務形態≫（図 9） 
97％が正職員で常勤であった。 
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≪勤務先での立場≫（図 10、11） 
一般が 578名で 62％、役職者は 326名（その他除いた）で 37％であった。 

 
 
≪婚姻歴≫（図 12、13） 
既婚者が 534名で 58％、未婚者が 390名で 42％であった。 

 
 
≪男女別の婚姻歴≫（図 14、15） 
男性は既婚者が多く 65％、女性は未婚者が多く 56％であった。 
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≪婚姻歴と勤務先≫ 
婚姻歴と勤務先に関して、既婚者の占める割合が約 6 割を超える勤務先は、老人保健施設、訪問関連事業所、
小児関連事業所、教育関連事業所であった。未婚者の占める割合が約 6 割を超える勤務先は、一般病院（回復
期中心）であった。（図 16） 
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≪男女での勤務先立場≫ 
一般は男性 347名で 55％、女性 231名で 79％。男性の役職者が 271名で 45％、女性の役職者が 55名で 19％
であり、男性で役職者の割合が高かった。（図 17、18、19） 
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≪性差について≫ 
「勤務中に、性差を意識するか」についての回答では、男性の「ある」・「時々ある」合わせて 48％、女性の「あ
る」・「時々ある」は 45％と大きくはかわりない傾向であった。（図 20、21） 

 
 
≪勤務中、性差を意識するか≫ 
役職者と一般の比較 
「ある・時々ある」の男性役職者は 52％、男性一般は 46％、女性役職者は 49％、女性一般は 45％であり、一
般に比べて役職者がやや意識する傾向であった。また、役職者の中でも女性に比べ男性の方が意識する傾向が

やや高かった。（図 22、23、24、25） 
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PT人数・経験年数での比較 
人数・経験年数ともに増えるつれ（PT 人数 20 人まで、経験年数 20 年まで）、「ある・時々ある」の回答割合
が増えていく傾向であった。 
全体として「ある」「ときどきある」と回答したものは 40～60％であり、性別や役割の有無では傾向を示さな
かった。（図 26、27） 
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≪業務への影響があるか≫ 
性別による影響 
業務が優位・不利に感じるかに関しては、「特に感じない」との回答は男性 448名で 71％、女性 195名で 67％
と男女とも 7割前後の回答者が性別による影響はあまり感じていなかった。「優位・不利」の回答の中では、「優
位」・「やや優位」と感じたのは男性 124名で 19％、女性 20名で 6％と男性で優位と感じやすく、「不利」・「や
や不利」と感じたのは男性 59名で 10％、女性 78名で 27％と女性で不利と感じやすい傾向がみられた。（図 21、
22、23） 
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役職による比較 
役職者と一般との比較では、女性で「不利・やや不利」との回答は役職者 25％、一般 28％と役職者と一般で大
きな差は見られなかった。一方男性で「優位・やや優位」との回答は、役職者 29％、一般 14％と一般より役職
者の方が優位と感じる傾向であった。（図 24、25、26、27） 
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PT人数・経験年数との比較 
PT人数・経験年数が増えるにつれて（PT人数 20人まで、経験年数 20年まで）、「やや優位」に感じる割合が
増加する傾向がみられた。（図 28、29） 
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≪給与や昇給・昇進などへの影響はあるか≫ 
性差による影響 
性差による影響が「ない・ほとんどない」との回答は男性 573 名で 91％、女性 245 名で 84％と男女とも性差
の影響を感じにくい傾向であった。（図 30、31、32） 
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役職による比較 
男女別の役職者・一般との比較では、大きな差はみられなかった。（図 33、34、35、36） 
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PT人数・経験年数との比較 
明らかな傾向はみられなかった。（図 37、38） 
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≪結婚を機に変化したか≫ 
性別による比較 
「結婚を機に退職・就業形態変化」との回答は男性 24名で 6％、女性 18名で 13％であった。（図 39、40、41） 
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役職による比較 
「結婚を機に退職・就業形態変化」との回答は男性役職者 3％、男性一般 8％、女性役職者 7％、女性一般 16％
と男性役職者は結婚してもほとんど変化がなく、女性一般は退職する割合が多かった。（図 42、43、44、45） 
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PT人数・経験年数・年齢との比較 
明らかな傾向はみられなかった。（図 46、47、48） 
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≪育児休暇の取得について≫ 
育児休暇取得が「ある」との回答は男性 16名で 5％、女性 66名で 73と男性の育児休暇取得はわずかであった。
また、女性において「ない」との回答が 25 名で 27％あり、女性でも育児休暇取得できない場合があることが
窺えた。（図 49、50、51） 
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≪育児休暇の取りやすさ≫ 
「とりやすい・ややとりやすい」との回答は男性 442名で、70％、女性 273名で 81％。「とりにくい・ややと
りにくい」との回答は男性 189名で 30％、女性 56名で 19％であり、男性が女性に比べて育児休暇を取りにく
いと答える傾向があった。（図 52、53、54） 
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≪勤務先の PT人数別に見た「育児休暇をとりやすさ」≫ 
勤務先の PT人数が増えるほど、「育児休暇がとりやすい」と回答した者が多くなる傾向があった。（図 55） 

「育児休暇のとりやすさ」については、経験年数別、性別では目立った傾向はなかった。勤務先別では自営業

でとりにくい傾向が示されていた。 
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≪保育施設・欠員の補充による「育児休暇のとりやすさ」≫ 
	
 	
 保育施設の有無では傾向は認めず、欠員の補充はとりやすさに影響していた。（図 56、57） 
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≪育児休暇はスムースに取れたか≫ 
「スムースに取れた・ややスムースに取れた」との回答は男性 46名で 94％、女性 57名で 88％であった。 
「あまりスムースに取れなかった」は男性 3名で 6％、女性 8名で 12％であった。（図 58、59、60） 
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≪勤務先の PT人数別に見た「育児休暇がスムースに取れたか」≫ 
勤務先の PT人数が増えるほど、「育児休暇をスムースに取れる」傾向があり、人数が少ない職場はスムー

スにとれなかったという回答が増え、自営業や教育研修施設では育児休暇がとりにくい傾向がみられた。（図

61、62） 
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≪勤務先の保育施設の有無・利用可否≫ 
271件、54％が勤務先に保育施設がなく、勤務先に保育施設があるが利用できない 34件、8％、あるが利用制
限がある 44件、11％であり約 7割が勤務先以外の保育施設の検討が必要な現状であった。（図 63、64） 
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≪育児休暇中の仕事に対する気持ち≫ 
「気持ちが楽だった」という回答は男性 5 名で 29％、女性 17 名で 26％をともに約 3 割程度であった。「復帰
できるか不安」という回答は男性 0％、女性 26名で 40％と女性のみで高い結果であった。（図 65、66、67） 
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≪育児を理由に休暇の取りやすいか≫ 
休暇をとることができるのは、配偶者と半々で取るものも加えると約 76％であった（図 68、69） 
勤務先・PT人数による差はみられなかった。 
女性では 46 名で 60％が「ほぼ休暇をとることが可能」である反面、男性では 126 名で 39％であった。「配偶
者と半々」は男性 105名で 33％、女性 25名で 32％。「家族以外に頼む」は男性 89名で 28％、女性 6名で 8％
であり、男性側の家族以外の協力を依頼する機会が多いものと推測された。（図 70、71） 
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≪育児休暇取得中のスタッフに対する配慮≫ 
	
 育児休暇を取得中のスタッフに対し配慮している職場は 14％と少ない傾向であったが、（図 72） 
配慮している手段として多かったものは、部内での情報共有ツールを使用している・こまめにメールや電話な

どで連絡をしている・復帰前に事前面談を実施することであった。 

 
 
≪既婚者、子供のいる方の実態調査≫ 
配偶者が正職員とパート・アルバイトを足すと約 85％であり、なんらかの仕事をしていた。また、育児休暇

後は約 77％と多くの人が正職員で戻ることが示された。(図 73、74) 
年齢が増えるにつれて配偶者がパートやアルバイトをしている傾向であった。（図 75） 
子供がいる方の配偶者は、正職員ではなくパート・アルバイトの割合が多かった。（図 76） 
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≪ 勤務先の PT人数別に見た「仕事のしやすさ」≫ 
勤務先の PT人数が増えるほど、「仕事がしやすい」と回答した者が少なくなる傾向があるものの、ややし

やすいを加えるとどの規模でも概ね 8割が肯定的な意見であった。（図 77） 
なお、「仕事のしやすさ」については経験年数別、性別では目立った傾向はなかった。 

 
 
≪ 勤務先の PT人数別に見た「性差の意識」≫ 
勤務先の規模により多少の変化はあるが「ある」「ときどきある」が 40～60％となっている。（図 78） 
なお、「性差の意識」については性別、経験年数、役職の有無で目立った傾向は無かった。勤務先別では中

枢外科病院、中枢内科病院、回復期病院で「ある」「ときどきある」と回答した者がやや多かった。 
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≪ 性差の意識別にみた「仕事のしやすさ」≫ 
「性差を意識したことが少ない」者の方が「仕事がしやすい」と回答する傾向があった（図 79） 

 
 
≪経験年数別に見た「勤務先の教育体制」≫ 

「整っている」「やや整っている」と回答した者は 40～60％と約半数に留まった。経験年数では傾向を示
していない。（図 80） 
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≪勤務先の PT人数別に見た「勤務先の教育体制」≫ 
勤務先の PT人数が増えるほど「整っている」「やや整っている」と回答した者が多くなる傾向であった。 
人数の少ない職場ほど教育体制が整っていないことが浮き彫りとなった。（図 81） 

 
 
≪学生に携わる機会と教育体制≫ 
学生に携わる機会がある施設に勤務している者の方が、職場の勤務体制が整っていると回答した者が多くな

る傾向であった。（図 82） 
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【考察】 
	
 今回のアンケート調査では回答率が 19.7％と少ないことを踏まえたうえでのデータと考察であることを前提
としている。 
	
 基本属性では、男女比が約 7：3、年齢は 20代前半、20代後半、30代前半がそれぞれ約 20％、30代後半が
17％とほぼ均等になっておりバランスが取れた構成となっている。経験年数も年齢と同様 15年未満は均等と言
える。近年、養成校の増加で年間卒業生が増えたが年齢・経験年数ともに経過しこのような構成になっている

ものと考える。 
	
 勤務先の立場は、経験年数の若い世代が多いため 62％は一般職員であった。しかし、病院長や施設長などの
要職に就くものも少数であるが 1％であった。今後、毎年多くの PTが卒業してくる中で、これら要職者の割合
が増え、多くの職域に広がってくることが重要であると思われる。さらに、役職者は女性よりも男性に多い傾

向があり性差による問題も含んでいる可能性があり今後も継続して傾向を追う必要性があると思われる。 
婚姻歴と勤務先についてでは、未婚者の占める割合が約６割を超える勤務先は、一般病院（回復期中心）と

なっており、365 日稼働やモーニングケア・イブニングケアでの早出・遅出等の勤務形態に応じた増員が一つ
の要因として考えられる。また、平成 22年度女性理学療法士就労環境調査報告書から、結婚後に病院から社会
福祉施設へ職場を移動している可能性を示唆しており、今回の調査でも既婚者の占める割合が約６割を超える

勤務先は、老人保健施設、訪問関連事業所、小児関連事業所、教育関連事業所であり、結婚を機に職場を移動

する可能性も考えられる。対策として、特に未婚者の割合が約 6割を超える一般病院（回復期中心）では結婚・
出産・育児世代が働きやすい職場環境をどのように整えるかが課題ではないかと考える。 
業務を行う上での性差について、勤務中では男女間・役職者と一般の比較から男性役職者が性差を意識し業

務へ優位に影響していると捉えている傾向がみられた。ただし、給与や昇給・昇進などへ影響は性差を感じな

い傾向があり、女性の 9割弱が結婚を経験しても変化がなかったことは、結婚後も働きやすい職業とも言える。
役職者に関しては男性が多い現状が続いており、女性役職者が結婚を機に退職や就業形態変化が多いわけでは

ないため、今後出産・育児後の退職や就業形態変化の有無の調査も必要と思われた。 
育児環境について、男性の育児休暇取得はわずかだが、育児休暇のとりやすさ・スムースさ 8割以上であり、

育児休暇をとりやすい環境といえる。勤務先の保育施設は半数以上がなく、あるが利用できない・利用制限が

あるものを足すと 7 割以上が外部の保育施設を利用している現状となる。勤務先に保育施設があっても職場に
より看護職専用等の利用制限があることも考えられ、育児休暇中の女性が「復帰できるか不安」という回答が

約４割と高いことは、PTとして職場へ復帰することだけではなく、自宅あるいは職場から外部の保育施設まで
の送迎等の育児への不安要素もあるのではないか。育児を理由に休暇とることは男性側も約 4 割はほぼ取得可
能と回答されており、夫婦で協力しながら育児をし、夫婦ともに難しい場合には家族以外の協力も得ながら仕

事と育児を両立させている様子がうかがえた。今後の対策としては、男性の育児休暇取得の促進や育児を理由

に休暇を取ること、勤務先の保育施設利用の拡大や外部の保育施設の確保等が結婚・出産・育児世代の PT を
より働きやすい職場環境となるために必要と考える。 
出産・育児休暇の取得と職場環境について、育児休暇のとりやすさと実際の育児休暇がスムースに取得でき

たかの結果は一致しており、PTの人数が多いほどとりやすい・スムースに取得できる傾向を示した。約８割が
育児休暇をとりやすい環境にあり、育児に対する理解があり働きやすい環境であると言えると思われたが、少

人数の病院・施設では対策が必要と思われた。今回のアンケートの中では、保育施設の有無よりも、育児休暇

取得後の欠員を補充する等病院・施設側の方針が決定していることが大切と思われた。PTが少人数で女性が就
職する場合や育児休暇を取得し継続した勤務をしてもらうためには、育児に入る女性に対する配慮が必要と考

えられる。 
	
 結婚・子供の可否が PT に与える影響について、PT の配偶者が仕事をしている割合は 85％と高く、共働き
をしている状況が伺えた。年齢が高くなるにつれて配偶者はパートやアルバイトが増えていることは、子供の

年齢や学校の時期によって生活スタイルの変化が生じていることが示唆される。年齢の若い会員や女性会員の

増加に伴い、職場はより柔軟な対応が求められ、残業なく業務のスリム化を図る等職場環境の見直しを行う必

要性が示唆された。 
職場における「仕事がしやすさ」は概ね 8割が「しやすい」「ややしやすい」となっており、職場環境は大き

な問題を含んでいないと思われる。しかし、約 2割は「しにくい」「ややしにくい」と回答しており、離職など
の要因になる可能性も含んでいるため、性別や経験年数、職場のＰＴ人数では明らかにならなかったことから

更に原因を探る必要があると考えられ今後の課題としたい。 
「勤務先の教育体制」は「整っている」「やや整っている」が約半数に留まった。多くの PTが十分に満足し



ていない結果となり、各勤務先において教育体制の構築や充実が求められる。これは「勤務先の PT 人数」が
少ないほど顕著であり、少ない PT 人数の勤務先では教育体制を十分に構築することが困難な可能性がある。
少人数職場の指導者に対してのサポート体制の構築、学生指導を積極的に行えない施設に対してのサポート体

制の構築を職場の枠を超えて行うことが望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（２）平成 16年度の職場環境調査との比較 
 
≪性別≫ 
	
 性別は男性 631名（68.3％）、女性 293名（31.7％）であった。（図 83） 
	
 平成 16年調査時データより 11％男性の割合が多い結果となった。（図 84） 

 
 
≪年齢≫ 
年齢は 20歳代 38.5％、30歳代 37.3％、40歳代 18.7％、50歳代 5.2％、60歳代以上 0.4％。平均年齢は 34.0％
であった。（図 85） 

	
 平成 16年調査時データとでは 20代の割合が減少し 30代以上の各年代が増加している。（図 86） 

	
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 83 図 84 

図 85 図 86 



 
≪PT資格取得後年数≫ 

PT資格取得後年数は、3年未満 13.9％、3～7年 28.5％、8〜13年 26.4％、14年以上 31.3％。 
	
 平均年数は 10.6年であった。（図 87） 
	
 平成 16年調査時データ（図 88） 

 
 
≪現在勤務しているか≫ 
	
 現在勤務しているのが 99.5％とほぼ勤務している結果となった。(図 89) 
	
 平成 16年調査時とほぼ変わらない結果であった。（図 90） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 87 図 88 

図 89 図 90 



≪勤務先≫ 
勤務先の分類は以下のようであった。（図 91） 
平成 16年度調査時と比較して老人保健施設の割合が増加、療養型病院が減少傾向にある。（図 92） 
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その他の回答の内訳（図 93） 

 
 
 
≪職場の PTスタッフ数≫ 
職場の PTスタッフ数は以下のようになった（図 94） 
平成 16 年度調査時と分類方法は異なるが、人数の多い職場が増えており 11 人以上の職場は約 40％と平成 16
年度の 25％より増えている 
一方、一人職場もわずかではあるが増加しており、職域や職場環境が多様化している傾向を示すものと思われ

る（図 95） 
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≪職員区分≫ 
性別・年齢別における職員区分は以下のようになった（図 96） 
30 代で主任・リーダー、40 代で係長・課長クラス、50 代以上で部長以上の役職となる傾向であった。女性よ
り男性に役職が多い傾向が見られた。 
平成 16年度調査時と比較して、分類種別は異なるが同様の傾向を示していた。（図 97） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 96 

図 97 



≪現在の勤務先は仕事がしやすいですか≫ 
職場の働きやすさについての結果です。 
勤務しやすい・ややしやすいが 83％で平成 16年時とほぼ同様となっている（図 98、99） 
PTスタッフ数でみるとスタッフ数が多いほど働きにくい傾向となっている。 
これは平成 16年調査時と逆の傾向を示しており興味深い結果となった。（図 100、101） 
経験年数別では明らかな傾向は認められない。（図 102、103） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 98 図 99 

図 100 図 101 

図 102 図 103 



≪平均的な一日当たりの残業時間（サービス残業含む）はどの位ですか≫ 
2 時間未満が概ね 6～7 割を占めた。1 時間未満も 3 割弱になっている反面、4 時間以上も 6％を占めており、
平成 16年時と比較して残業時間時は増えている傾向を示した。（図 104、105） 
PT スタッフ数に見るとスタッフ数が多いほど残業も多くなっており、特に 1 時間未満、2～4 時間での傾向が
はっきりしていた。平成 16年時とは概ね同様の傾向を示している。（図 106、107） 
経験年数別には明らかな傾向を示していない。（図 108、109） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 104 図 105 

図 106 図 107 

図 108 図 109 



≪サービス残業はありますか≫ 
サービス残業については、9割が全くない、ほとんどないと答えており、サービス残業は少ない結果となった。
（図 110） 
平成 16年時は半数近くがサービス残業と答えており、職場環境が大きく改善されている結果となった。（図 111） 
経験年数別では明らかな傾向は見られなかった。（図 112、113） 
PTスタッフ数でも明らかな傾向は見られなかった。（図 114，115） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 110 図 111 

図 112 図 113 

図 114 図 115 



≪有給休暇は取りやすいですか≫ 
取りやすい、ややとりやすいで 70％、平成 16年時よりやや減少している結果となった。（図 116、117） 
PTスタッフ数では中間規模でやや取りやすい傾向を示した。（図 118、119） 
経験年数別では、わずかだが年数の少ないほうがとりにくいとの傾向を示した。（図 120、121） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 116 図 117 

図 118 図 119 

図 120 図 121 



≪有給休暇消化率はどのくらいですか≫ 
有給休暇取得率は、30％未満の取得率が約 5割だった。（図 122） 
平成 16年時とほぼ同様の結果となり、取得率は変化していないことを示した。（図 123） 
PTスタッフ数別では特に傾向を示していない（図 124、125） 
経験年数別では、経験の少ないものほど取得率が高い傾向を示した。（図 126） 
平成 16年時との比較では特に傾向は見られなかった。（図 127） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 122 図 123 

図 124 図 125 

図 126 図 127 



【考察】 
	
 平成 16年度は道士会会員が 2,000名を超え、平成 27年度は 5,000名を超えた。この約 10年に 2.5倍もの会
員数増加となった。今回のアンケート調査では回答数が 19.7％と低いため単純に比較できないかもしれず、調
査項目、分類方法も異なっている設問もあるが、それを踏まえたうえで考察してみることとする。 
	
 年齢構成、PT資格取得後年齢では、いずれも若い年代や経験年数の少ない者の割合が減少し、中堅やそれ以
上の年代、経験年数の割合が増加している。平成 16年では圧倒的に若い世代が大多数を占めていたが、現在で
はバランスよくなっていると言えよう。 
	
 勤務先の種類は設問の分類が異なっているが、傾向はほぼ変わっていない。 
	
 職場の PT人数や年齢での職員区分では、10年前より大人数の職場が増えている。平成 16年では 11人以上
の職場は約 25％だったが平成 27年では約 40％、40名以上も 4.4％となっている。その一方、一人職場も 8.4％
とこちらも平成 16年より増加していた。これは、医療や介護などのそれぞれの分野において職場が多様化して
いる結果と考えられ、協会としてもそれぞれに対応できる関わりが必要であることを示している。年齢と職員

区分は概ね 10年前と変わっていないが、女性より男性に役職の割合が多い傾向も変わっていないと言える。 
	
 職場の勤務のしやすさ働きやすさでは、しやすい、まあまあしやすい割合は 10年前とほぼ変わらないが、平
均的な残業時間は減少傾向にあり、サービス残業も減少していることから、職場環境としては 10年前より改善
されている傾向がうかがえる。	
 一方、有給休暇取得率や有給休暇の取りやすさの面では 10年前と同様の傾向
であり、改善の必要性を示す結果となった。 
	
 この 10年間で会員数は大幅に増加しているが、改善傾向にあるもの、依然改善が望まれるものなど今回のア
ンケート調査により明らかになった。職域事業部では今後も同様の追跡調査を実施し、道士会会員の職場にお

ける環境の改善の問題点を見つめ、道士会として対応できることや今後の活動の情報として活用していきたい

と考える。 
	
 会員各位においても今回の結果が何らかの役に立てば幸いである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


